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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第８期
第３四半期
連結累計期間

第９期
第３四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自　2020年８月１日
至　2021年４月30日

自　2021年８月１日
至　2022年４月30日

自　2020年８月１日
至　2021年７月31日

売上高 (千円) 4,604,838 5,577,504 6,296,857

経常利益 (千円) 301,039 349,107 397,676

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 209,296 219,037 276,554

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 195,218 212,442 262,003

純資産額 (千円) 2,203,907 2,464,110 2,270,693

総資産額 (千円) 3,785,411 4,345,634 3,900,484

１株当たり四半期（当期）純利
益

(円) 40.58 42.37 53.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 58.2 56.7 58.2
 

 

回次
第８期
第３四半期
連結会計期間

第９期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年２月１日
至　2021年４月30日

自　2022年２月１日
至　2022年４月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 14.08 16.34
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

４．当社は2022年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そのため、第８期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの変異株の流行が依然として続いている

ものの重症者は減少傾向にあり、行動制限の解除により経済活動が再開されたことから国内経済の回復が期待され

ています。しかし、ウクライナをめぐる国際的緊張の高まりにより、エネルギー価格の高騰やサプライチェーンの

混乱等が懸念されることから、不透明な見通しとなっています。

当社グループが属する情報サービス産業においては、経済産業省の「特定サービス産業動態統計調査2022年３月

分 確報」の情報サービス業の売上高合計は、前年同月比5.4％の減少、「受注ソフトウェア」は、同6.8％の減少と

なりました。

このような経済状況のなか当社グループは、新型コロナウイルスの流行に対応し、テレワークの実施やリモート

会議の活用等により事業の継続に努め、一部プロジェクトの延期や遅延による受注の減少に対して、新規受注の獲

得や、顧客からの信頼を獲得し、リスクが低く安定した収益が期待できるリピートオーダーの提案・受注に努めま

した。

それらの結果、社会情報インフラ・ソリューションの顧客からの受注が堅調に推移したことや、Ｍ＆Ａによる新

規連結子会社の増加等が売上高増加の要因になりました。

また、採用抑制の解除にともなう教育・待機工数の増加や待遇改善による人件費の増加に加え、インドネシアの

ロックダウンに伴う、技術者の就業場所確保のためのホテル賃借料等の対応関連費用の計上等により利益を落とし

たものの、売上高の増加による利益の増加等により営業利益が増加しました。また、前年同期に特別利益として計

上した、投資有価証券売却益が当期は計上されなかったものの、営業利益が増加したこと等により親会社株主に帰

属する四半期純利益が増加しました。

 
以上の要因により、当第３四半期連結累計期間における連結業績は、売上高5,577,504千円(前年同期比21.1％

増）、営業利益334,039千円（前年同期比14.2％増）、経常利益349,107千円（前年同期比16.0％増）、親会社株主

に帰属する四半期純利益219,037千円（前年同期比4.7％増）となりました。

 
当社グループは、総合情報サービス事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載をしておりません

がソリューション別の概況は、次のとおりであります。

 

グローバル製造業ソリューションにおいては、車載ＥＣＵ（電子制御ユニット）関連顧客や電機関連顧客等から

の受注が堅調に推移したこと等により、売上高は2,078,959千円（前年同期比5.7％増）となりました。

社会情報インフラ・ソリューションにおいては、電力関連顧客等からの受注は堅調に推移したこと等により、売

上高は3,355,766千円（前年同期比34.0％増）となりました。

モバイル・ソリューションにおいては、受託開発の受注の増加等により、売上高は142,777千円（前年同期比

7.1％増）となりました。
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(2) 財務状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は3,754,875千円となり、前連結会計年度末に比べ413,876千円増

加いたしました。

これは主に、現金及び預金が317,006千円、受取手形、売掛金及び契約資産が121,968千円増加したこと等による

ものであります。

固定資産は590,759千円となり、前連結会計年度末に比べ31,274千円増加いたしました。

これは主に、有形固定資産が19,763千円減少したものの、投資その他の資産が79,481千円増加したこと等による

ものであります。

 
（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は1,612,238千円となり、前連結会計年度末に比べ286,633千円増

加いたしました。

これは主に、賞与引当金が140,628千円、短期借入金が100,000千円増加したこと等によるものであります。

固定負債は269,285千円となり、前連結会計年度末に比べ34,900千円減少いたしました。

これは主に、長期借入金が39,400千円減少したこと等によるものであります。

 
（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は2,464,110千円となり、前連結会計年度末に比べ193,417千円増加

いたしました。

これは主に、配当金の支払いを行った一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことにより利益剰

余金が191,742千円増加したこと等によるものであります。

 
(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が定めている経営方針・経営戦略等に

ついて重要な変更はありません。

 
(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について重要な変更

はありません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年６月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,197,266 5,197,266
東京証券取引所
スタンダード市場

完全議決権株式であり、
権利内容として何ら限定
のない当社における標準
となる株式であります。
なお、単元株式数は100株
であります。

計 5,197,266 5,197,266 ― ―
 

（注）発行済株式のうち26,633株は、譲渡制限付株式報酬として、金銭報酬債権合計35,705千円を出資の目的とする

現物出資によって発行したものです。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年２月１日 
（注）

 2,598,633 5,197,266 ― 376,864 ― 326,864
 

（注）当社は、2022年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより発行済株

式総数は2,598,633株増加しております。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 8,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式  

2,588,500
 

25,885

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。な
お、単元株式数は100株でありま
す。

単元未満株式
普通株式  

2,133
 

― ―

発行済株式総数 2,598,633 ― ―

総株主の議決権 ― 25,885 ―
 

（注）１．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2022年１月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

２．当社は、2022年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより発行

済株式総数は普通株式が2,598,633株増加して5,197,266株となっております。

 
② 【自己株式等】

    2022年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＳＹＳホールディ
ングス

愛知県名古屋市東区代官町
35番16号

8,000 ― 8,000 0.30

計 ― 8,000 ― 8,000 0.30
 

（注）１．当第３四半期会計期間末日現在の「自己株式等」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2022年１月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

２．当社は、2022年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより自己

名義所有株式数および所有株式数の合計は普通株式が8,000株増加して16,000株となっております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年２月１日から2022年

４月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年８月１日から2022年４月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,455,507 2,772,514

  受取手形、売掛金及び契約資産 － 802,407

  受取手形及び売掛金 680,439 －

  電子記録債権 7,022 8,060

  仕掛品 79,345 26,225

  その他 118,878 145,914

  貸倒引当金 △194 △246

  流動資産合計 3,340,999 3,754,875

 固定資産   

  有形固定資産 72,470 52,706

  無形固定資産   

   のれん 153,259 137,997

   その他 129,495 116,314

   無形固定資産合計 282,755 254,311

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 205,480 284,962

   貸倒引当金 △1,220 △1,220

   投資その他の資産合計 204,259 283,741

  固定資産合計 559,484 590,759

 資産合計 3,900,484 4,345,634
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 205,778 230,550

  賞与引当金 44,297 184,925

  受注損失引当金 4,717 2,265

  未払金 430,434 413,024

  未払法人税等 103,217 112,706

  短期借入金 200,000 300,000

  1年内償還予定の社債 20,000 20,000

  1年内返済予定の長期借入金 60,000 61,200

  その他 257,159 287,566

  流動負債合計 1,325,605 1,612,238

 固定負債   

  社債 10,000 －

  長期借入金 175,000 135,600

  役員退職慰労引当金 875 1,255

  その他 118,310 132,429

  固定負債合計 304,185 269,285

 負債合計 1,629,790 1,881,524

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 367,302 376,864

  資本剰余金 320,220 329,782

  利益剰余金 1,581,844 1,773,587

  自己株式 － △10,854

  株主資本合計 2,269,367 2,469,380

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,801 1,532

  為替換算調整勘定 △1,475 △6,802

  その他の包括利益累計額合計 1,325 △5,269

 純資産合計 2,270,693 2,464,110

負債純資産合計 3,900,484 4,345,634
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年８月１日
　至 2021年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年８月１日
　至 2022年４月30日)

売上高 4,604,838 5,577,504

売上原価 3,597,557 4,332,346

売上総利益 1,007,281 1,245,157

販売費及び一般管理費 714,669 911,118

営業利益 292,611 334,039

営業外収益   

 受取利息及び配当金 666 850

 助成金収入 7,897 12,972

 その他 2,743 5,432

 営業外収益合計 11,307 19,255

営業外費用   

 支払利息 1,591 1,558

 為替差損 1,185 2,602

 その他 101 26

 営業外費用合計 2,879 4,186

経常利益 301,039 349,107

特別利益   

 投資有価証券売却益 22,966 －

 特別利益合計 22,966 －

特別損失   

 固定資産売却損 － 1,000

 特別損失合計 － 1,000

税金等調整前四半期純利益 324,006 348,107

法人税、住民税及び事業税 163,212 185,573

法人税等調整額 △48,502 △56,503

法人税等合計 114,709 129,069

四半期純利益 209,296 219,037

親会社株主に帰属する四半期純利益 209,296 219,037
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年８月１日
　至 2021年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年８月１日
　至 2022年４月30日)

四半期純利益 209,296 219,037

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △14,546 △1,269

 為替換算調整勘定 468 △5,326

 その他の包括利益合計 △14,078 △6,595

四半期包括利益 195,218 212,442

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 195,218 212,442
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、請負開発につきましては、従来、完成基準を適用しておりました契約のうち、サービスに対す

る支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、サービスを顧客に移転する履行義務の充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積

り方法は、見積総原価に対する発生原価の割合(インプット法)で算出しております。また、履行義務の充足に

係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回

収基準にて収益を認識しております。なお、ごく短期、もしくは少額な請負開発については完全に履行義務を

充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は31,618千円減少し、売上原価は29,150千円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ2,468千円減少しております。また、利益剰余金の当期

首残高は8,893千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表

示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会

計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結

累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸

表への影響はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年８月１日
　至　2021年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年８月１日
　至　2022年４月30日)

減価償却費 26,376千円 37,000千円

のれんの償却額 15,505千円 20,289千円
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(株主資本等関係)

　　前第３四半期連結累計期間(自　2020年８月１日　至　2021年４月30日)

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年10月28日
定時株主総会

普通株式 33,436 13 2020年７月31日 2020年10月29日 利益剰余金
 

(注)　2022年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、分割前の１株当たり配当額を記

載しております。

 
(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

　　当第３四半期連結累計期間(自　2021年８月１日　至　2022年４月30日)

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年10月28日
定時株主総会

普通株式 36,188 14 2021年７月31日 2021年10月29日 利益剰余金
 

(注)　2022年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、分割前の１株当たり配当額を記

載しております。

 
(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは総合情報サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

 

(収益認識基準関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
　当第３四半期連結累計期間(自　2021年８月１日　至　2022年４月30日)

（単位：千円）

 
グローバル製造業

ソリューション

社会情報インフラ・

ソリューション

モバイル・

ソリューション
計

一定期間にわたって

認識する収益
41,789 297,913 104,997 444,700

一時点で認識する収益 2,037,170 3,057,852 37,780 5,132,803

顧客との契約から生じる収益 2,078,959 3,355,766 142,777 5,577,504

外部顧客への売上高 2,078,959 3,355,766 142,777 5,577,504
 

（注）契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い又は金額的重要

性が低い受注製作のソフトウェアについては、代替的な取扱いを適用し、一時点で移転される財又はサービスの

金額に記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年８月１日
至　2021年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年８月１日
至　2022年４月30日)

　１株当たり四半期純利益 40円58銭 42円37銭

　(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 209,296 219,037

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益(千円)

209,296 219,037

　普通株式の期中平均株式数(株) 5,157,634 5,170,075
 

(注)１．当社は2022年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そのため、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年６月８日

株式会社ＳＹＳホールディングス

取締役会  御中
 

 

　

仰星監査法人
　名古屋事務所

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　　川　　　　　薫  

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 淺　　井　　孝　　孔  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＹＳ

ホールディングスの2021年８月１日から2022年７月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年２月１

日から2022年４月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年８月１日から2022年４月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＹＳホールディングス及び連結子会社の2022年４月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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